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問題と目的
文部科学省は2000年5月「21世紀の特殊教育のあり方に関する調査研究協力者会議」を発足させ，
障害のある子どもたちの教育についての新たな取り組みに関する検討を開始した。2001年1月に出
された，同会議の最終報告書1）では，社会全体のノーマライゼーションの進展，障害の重度重複化
や多様化，教育の地方分権の推進など特殊教育をめぐる状況の変化を踏まえ，今後の特殊教育の在り
方について，就学指導，特別な教育的支援を必要とする児童生徒等への対応，特殊教育の改善充実
のための条件整備等についての具体的な提言が行われている。
その後，2001年10月には「特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議」が発足し，同会
議は2003年3月の最終報告2）で，障害のある子の教育について，障害の程度等に応じ特別の場で指
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Abstract
Inthisstudy,toinvestigatetheperceptionsofintegratededucationheldbydirectorsof
institutionsofearly childhood education such askindergartensand nursery schools,we
distributed a questionnaireto 165 directors,ofwhom 98 individualsresponded.In the
questionnaire,weasked abouttheissuesconcerning integrated education thatmustbe
consideredinthefutureandissuesthatarebeingconsiderednow;wealsoaskedaboutthe
influenceofintegratededucationonchildrenwithspecialneeds,onhealthychildren,andon
runningandmanagingtheirinstitutions.Analysisoftheiranswersshowedthat,although
they frequently colaborated with consultation offices and often implemented numerous
measures and programs organization-wide,few institutions devised instruction methods
designed to specificaly meettheneedsofindividualchildren.Many directorsfeltthat
integratededucationhadapositiveinfluenceonhealthychildrenandonthemanagementof
theirinstitutions,butsomefeltthatithadbothapositiveandanegativeinfluence.
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導を行う「特殊教育」から障害のある幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切な教育的
支援を行う「特別支援教育」への転換を基本的方向として示している。そして2007年，学校教育法
の一部改正によって，特殊教育から特別支援教育への全面的な移行が行われた。この移行によって，分
離教育を原則としてきた障害児への教育と支援が，通常の学級においても，児童生徒の実態に応じて
実施されることとなったのである。加えて，それまでの通常学級の教育が，原則として，障害の無い子
どもたちを対象としたものと考えられてきたのに対し，通常学級に在籍する，主として発達障害を抱え
た子どもたちも支援の対象であるとしたことで，障害児教育の概念は一気に広がり，通常学級における
障害のある子どもたちの実態と対応に関する研究が，喫緊の課題として数多く実施されることになった。
急速な特別支援教育への転換を支えた流れのひとつは，発達障害，中でも従来「軽度発達障害3）」
と呼ばれてきたLD，ADHD，高機能広汎性発達障害といった，知的障害を伴わない障害についての
研究が進展し，これまで，障害児として捉えられてこなかった子どもたちが，「障害のある子」とし
て認知されるようになってきたことである。
2005年に施行された，発達障害者支援法では，同法が適用される「発達障害」の定義について
「この法律において『発達障害』とは，自閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害，学習
障害，注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において
発現するものとして政令で定めるものをいう」とされている。同法の成立によって従来の「障害児」
の枠組みにあてはまらない，知的障害を伴わない「発達障害」の存在が認知され，乳幼児期から成人
期までの一貫した支援の必要性が明確に示されたのである。
同法第7条では，「保育の実施に当たっては，発達障害児の健全な発達が他の児童と共に生活する
ことを通じて図られるよう適切な配慮をするものとする」と記され，支援法で定義される発達障害児
の保育が，原則として健常児と共になされるべきであると述べられている。「発達障害」の存在が認
知されたことで，「障害児」として捉えられる子どもたち，すなわち障害児保育の対象も広がること
となり，保育の場においても，学校教育と同様，一人ひとりの子どもたちの支援ニーズに応えること
が求められるようになっているのである。
このような経緯の中で，幼稚園や保育所等の通常の保育の現場における障害のある子どもたちの保
育についての関心も，急速に高まりつつある。2008年5月名古屋で開催された，日本保育学会第61
回大会の発表論文集には，59本の障害児保育に関する研究が発表され，その数は，5年前の2003年
5月静岡開催の第56回大会での発表論文数19本の3倍にのぼる。全体の発表論文数に対する割合に
おいても，56回大会が3.6％にすぎなかったのに対し，61回大会では，8.5％を占めている。2009
年施行の幼稚園教育要領においては，「障害のある幼児の指導に当たっては，集団の中で生活するこ
とを通して全体的な発達を促していくことに配慮し，特別支援学校などの助言又は援助を活用しつつ，
例えば指導についての計画又は家庭や医療，福祉などの業務を行う関係機関と連携した支援のための
計画を個別に作成することなどにより，個々の幼児の障害の状態などに応じた指導内容や指導方法の
工夫を計画的，組織的に行うこと」と記され，幼稚園において，障害のある幼児のための個別指導計
画の作成や，指導内容，指導方法の工夫が求められている。このようにして，保育現場では障害のあ
る子どもたちを，通常の保育に「受け入れる」段階から，個々に応じた配慮をしながら全体の保育の
中に「位置付ける」ことが求められるようになってきている。
一方，こういった，急激な関心の高まりとは別に，1974年に厚生省から出された「障害児保育実
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施要綱4）」の通達以来，徐々に広がってきた通常の保育の中に障害のある子を受け入れるという障害
児保育の流れがあり，現場の保育者と研究者の共同作業により，障害のある子どもたちを，幼稚園や
保育所に受け入れるにあたってのさまざまな取り組みが報告されてきた（奥山ほか，1993;天池ほか，
2000;東，2001）。
しかし，山本ら（2006）は，「これまでの統合保育は，『障害のある子ども』と『障害のない子ども』
というように二元的に論じられてきた」とし，「最初から障害の有無を前提とせず，すべての子ども
を対象とし，一人一人が異なることを踏まえ，そのニーズに応じた保育を行なうこと」，すなわち一
元的な保育を前提としたインクルーシブ保育（包含的保育）とは異なるものとしている。また，浜谷
（2005）は，実際に，障害児を受け入れている保育現場の状況はさまざまであり，統合の状態も幅が
あることを指摘し，統合保育参加状態のアセスメントの方法として「統合分離」，「包含排除」と
いう2つの軸から，A参加（共同共生）状態，B独立（共存）状態，C投げ入れ（適応放置）状
態，D隔離孤立状態の4つの状態が想定できるとしている。
園山（1994）は障害幼児の統合保育に関わる状況要因として，「概念的要因」，「障害を持つ幼児の要
因」，「プログラムの要因」，「障害を持たない幼児の要因」，「保育者の要因」，「園の要因」，「療育専門
機関の要因」をあげ，これらの要因が複合的に作用して，保育現場での子どもと保育者の関係に影響
を及ぼすことを指摘している。石井（2009）では園山が指摘した状況要因のうち，保育者が統合保育
に関して持っている認識を「障害を持つ子」，「健常児」，「保育者自身」という三つの側面からたずね，
さらに「障害を持つ子を受け入れるにあたって必要な配慮」について問うことによって保育者と子ど
もの関係を多面的に捉えた。
ここでは，「園の要因」に焦点をあて，「障害のある子の受け入れ状況」，「統合保育に必要な配慮」，
「保育者への支援」，「入園後に障害があることがわかったときの対応」，「障害がある子にとって,幼稚
園や保育所はどのような場か」，「統合保育が他の子（健常児）に与える影響」，「統合保育が園の運営
や経営に与える影響」等の観点から園長所長等管理職の統合保育に関する認識について質問紙調査
により明らかにする。なぜならさまざまな状況要因を俯瞰して，環境調整をはかり，保育者をサポー
トする役割を担う園長所長等の管理職が，統合保育に関してどのような認識を持っているのかを知
ることによって，今後，統合保育が，山本らの言うところのインクルーシブ保育，そして浜谷が参加
（共同共生）と呼ぶ状態へと発展するために，どのような取り組みが必要とされているかを検討す
ることが可能になると考えるからである。
なお，調査に用いた質問紙中「インクルーシブ保育」という用語を「幼稚園や保育所で障害児と健
常児が共に育つ保育」と定義し用いている。「インクルーシブ保育」という用語は徐々に使用されて
はいるが（山本山根，2006;小山ほか，2008;太田ほか，2008），多くの保育施設におけるこれまでの状
況について考察を加えるにあたり，保育現場で広く使用されてきた「統合保育」の用語を用いて論述
することの方が適切であると判断し，本稿では，これを使用する。
方 法
1.調査対象:東京都内公立幼稚園7園，T市内私立幼稚園68園，T市内公立保育所61ヵ所，T市
内私立保育所29ヵ所の園長所長または副園長等園長に代わる管理職を対象に計165人分の質問紙
を配付した。回答を得たのは，公立幼稚園6園，私立幼稚園44園，公立保育所39ヵ所，私立保育所
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9ヵ所の計98ヵ所で，回収率はTable1のとおりであっ
た。調査対象の選択にあたっては，同一地域の幼稚園，保
育所，公立，私立にわたり，偏りのないように選択するこ
とで，就学前保育施設の全体の状況を把握し，保育施設種
別による比較検討を行いたいという意図があった。しかし，
最初に調査協力の得られたT市には公立幼稚園が設置さ
れていなかったため，公立幼稚園については東京都内公立
幼稚園に依頼した。
2.調査時期:2007年，3月上旬
3.調査手続き:公立幼稚園については，都内A区の代表園に調査用紙を持参し，同一区内幼稚園へ
配付を依頼した。私立幼稚園については，T市幼稚園協会の総会へ出席した園を対象に直接配付した。
公立保育所ならびに私立保育所については，T市保育課の許可を得て市内の全認可保育所に質問紙を
郵送した。分析にあたっては，回収された98人分のデータを使用した。
4.質問紙の作成:1998年から2008年まで，私立F幼稚園で行ってきた障害児保育に関する，副園
長，主任，保育者，在園児保護者を対象とした質問紙調査（石井，2004;石井，2008）をもとに，幼稚
園園長，保育所所長等，管理職を対象とした質問紙，及び保育者を対象とした質問紙（石井，2009）
を試作した。試作した質問紙について，私立幼稚園2園の園長に意見を求め，指摘事項を改善して調
査用紙を作成した。管理職を対象とした質問紙と保育者を対象とした質問紙の質問項目の一部は，比
較のために同様の観点からたずねている。ただし，本稿では，管理職対象の質問紙についてのみ分析
を行い，両者の比較分析は行っていない。また保育者から得られた回答の一部については，石井
（2009）において報告を行っている。
5.調査内容:
（1） フェイスシート
調査目的の記載の後，勤務先（公立幼稚園，私立幼稚園，公立保育所，私立保育所），役職，保育経験の
有無，性別をたずねた。
（2） 質問紙の構成
質問紙は下記の項目からなり，該当する回答を複数の選択肢から選ぶ形式と自由記述を求める形式
を併用した。今回の分析は，自由記述部分については扱わず，選択式の回答を中心に行っている。
1.障害のある子の受け入れ状況
1） 障害児受け入れの状況について
2） 入園後に障害があることがわかったときの保育継続について
2.統合保育に必要な配慮
1） 統合保育を実施するにあたっての配慮の必要性の有無について
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Table1 施設別質問紙の配付数と回収率
保育施設 配 付 回 収 回収率
公立幼稚園 7 6 85.7％
私立幼稚園 68 44 64.7％
公立保育所 61 39 63.9％
私立保育所 29 9 31.0％
全 体 165 98 59.4％
2） 必要と考える配慮について
3） 実施している配慮について
3.保育者への支援
1） 担当保育者への支援の必要性について
2） 必要と思われる支援について
3） 実施している支援について
4.入園後に障害があることがわかったときの対応
1） 入園後に障害があることが疑われたときの対応について
2） 保護者に子どもの障害についての意識が無い場合の対応について
3） 保護者が，障害の診断や認定を受けることを拒否している場合の対応について
5.障害がある子にとって，幼稚園や保育所はどのような場か
1） 障害のある子どもたちにとって，園は楽しい場所だと思うか
2） 51）のように考える理由（自由記述）
3） 障害のある子どもたちにとって，園での生活は有意義だと思うか
4） 53）のように考える理由（自由記述）
6.統合保育が他の子（健常児）に与える影響
1） 統合保育は他の子（健常児）にとって，プラスになることがあると思うか
2） 他の子（健常児）にプラスになると思われる点はどのような点か
3） 統合保育は他の子（健常児）にとって，マイナスになることがあると思うか
4） 他の子（健常児）にマイナスになると思われる点はどのような点か
7.統合保育が園の運営や経営に与える影響
1） 統合保育を行うことで園の運営や経営にとって，プラスになることはあると思うか
2） 園の運営や経営にプラスになると思われる点はどのような点か（自由記述）
3） 統合保育を行うことで園の運営や経営にとって，マイナスになることはあると思うか
4） 園の運営や経営にマイナスになると思われる点はどのような点か（自由記述）
8.その他 統合保育について考えていること（自由記述）
結 果
1.回答者の性別と保育経験
回答者の性別と保育者としての保育経験の有無，及び保育経験年数をTable2に示す。
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Table2 保育施設別回答者の性別と保育経験の有無及び年数
施設種
性 別 保育経験 保育経験年数
合 計
男 性 女 性 無 有 1～5年 6～20年 21年以上 無記入
公立幼 0（0.0％） 6（100.0％） 0（0.0％） 6（100.0％）0（0.0％） 0（0.0％） 6（100.0％）0（0.0％） 6（100.0％）
私立幼 17（38.6％）27（61.4％）15（34.1％）29（65.9％）5（11.4％）13（29.5％）10（22.7％）1（2.3％）44（100.0％）
公立保 1（2.6％）38（97.4％） 1（2.6％）38（97.4％）2（5.1％） 9（23.1％）27（69.2％）0（0.0％）39（100.0％）
私立保 3（33.3％） 6（66.7％） 4（44.4％） 5（55.6％）0（0.0％） 1（11.1％） 3（33.3％）1（11.1％） 9（100.0％）
全 体 21（21.4％）77（78.6％）20（20.4％）78（79.6％）7（7.1％）23（23.5％）46（46.9％）2（2.0％）98（100.0％）
公立幼稚園，公立保育所ではほとんど全員が保育経験を持ち，経験年数も21年を越える者が多い。他
方，私立幼稚園では1/3，私立保育所では回答者の約半数が保育経験の無い管理職という結果であった。
2.障害のある子の受け入れ状況
保育施設種別の障害のある子の受け入れ状況をTable3に，入園後に障害があることがわかったと
きの受け入れ状況をTable4に示す。
今回調査対象とした幼稚園，保育所においては，50％以上が，「障害の有無にかかわらず可能な限
り受け入れる」（原則受入園）と回答しており，「場合によっては受け入れる」も含めると，90％近い
数値となる。厚生労働省が公式に発表している資料によると（厚生労働省，2008）5），認可園22,710ヵ所
のうち，障害児保育を実施している保育所は7,130ヵ所となっており，全体の31.4％にとどまる。
この数値と比較すると，今回得られたのは非常に高い数値である。理由としては，調査に協力し，回
答を寄せてくれた園は，統合保育に関心が高い園であろうということが考えられる。また，厚生労働
省への報告は，障害児の認定を受け，何らかの補助の対象となっている幼児に限られるが，実際には
診断や認定を受けていない障害児が在園している園も多いということが考えられる。いずれにしても，
実態として，障害のある子が幼稚園や保育所で，保育を受けることはそれほど特殊なことではなくな
ってきているということが言える。
3.統合保育実施にあたっての配慮
（1） 統合保育の実施にあたって特別な配慮は必要だと思われますかに対する回答結果は下記の
とおりであった。
「特別な配慮が必要」 19.4％（19人）
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Table3 障害のある子の受け入れについて 単位 人
受け入れの状況 公 幼 私 幼 公 保 私 保 全 体
障害の有無にかかわらず可能な限
り受け入れる
3（50.0％） 12（27.3％） 31（79.5％） 5（55.6％） 51（52.0％）
当該児の様子と園の状況を考慮し
て場合によっては受け入れる
3（50.0％） 28（63.6％） 6（15.4％） 0 （0.0％） 37（37.8％）
原則として受け入れない 0 （0.0％） 3 （6.8％） 0 （0.0％） 1（11.1％） 4 （4.1％）
希望者があれば受け入れるが，こ
れまで希望がなかった
0 （0.0％） 0 （0.0％） 2 （5.1％） 1（11.1％） 3 （3.1％）
無記入 0 （0.0％） 1 （2.3％） 0 （0.0％） 2（22.2％） 3 （3.1％）
合 計 6（100.0％） 44（100.0％） 39（100.0％） 9（100.0％） 98（100％.0）
Table4 入園後に障害があることがわかった場合どうするか 単位 人
保育継続の判断 公 幼 私 幼 公 保 私 保 全 体
原則として保育を継続する 3（50.0％） 33（75.0％） 36（92.3％） 8（88.9％） 80（81.6％）
状態によっては保育の継続が困難
になる場合もある
0 （0.0％） 7（15.9％） 1 （2.6％） 0 （0.0％） 8 （8.2％）
その他 2（33.3％） 2 （4.5％） 1 （2.6％） 1（11.1％） 6 （6.1％）
無記入 1（16.7％） 2 （4.5％） 1 （2.6％） 0 （0.0％） 4 （4.1％）
合 計 6（100.0％） 44（100.0％） 39（100.0％） 9（100.0％） 98（100.0％）
「ケースバイケースだが多くは必要」 76.5％（75人）
「ケースバイケースだが多くは必要ない」 4.1％（4人）
「必要ない」 0.0％
「特別な配慮が必要」と「ケースバイケースだが多くは必要」を合わせると，95.9％にのぼり，ほ
とんどの管理職が特別な配慮は必要と考えている。
（2） 必要と思われる配慮の記号に○をつけて下さい，貴園で実施していることがあれば，◎を
つけてくださいに対する回答結果，ポイント数の差，及び実行率（実施／必要）をTable5に示す。
必要と考える配慮として最も選択率が高かったのは，「必要に応じて，相談機関や療育機関との連
携をとる」で，91.8％の管理職が選択している。以下，「状況に応じて，保育者の人数をふやす」
（81.6％），「状況に応じて，担任以外の保育者が障害のある子の援助を行う」（74.5％），「状況に応じて，
他の子と障害のある子との関わりに，より注意を払う」（68.8％）と続く。
選択率が最も低かったのは「全体の保育内容そのものを，障害のある子を意識したものに変える」
（16.3％）で，次いで，「保育カウンセラーや臨床心理士に支援を依頼する」（23.5％），「障害のある子
のための特別の保育カリキュラムを用意する」（39.8％）となっている。実施している配慮の選択率の
順位は必要と考える配慮の選択率の順位とほぼ一致しているが，保護者への説明は39.8％の管理職
が「必要」と考えながら，実施しているのは16.3％にとどまるため，「障害のある子のための特別の
保育カリキュラムを用意する」（「必要」39.8％，「実施」23.5％）との間で順位が逆転している。
ポイント数の差が最も大きいのは，「状況に応じて，他の子と障害のある子との関わりに，より注
意を払う」で，68.8％が必要と答えながら，実際に行っているのは35.7％にとどまり，ポイント数
の差は33.1ある。次に差が大きいのは「状況に応じて，保育者の人数をふやす」（81.6％ :52.0％ 差
29.6）で，以下，「何かあった時に，保護者に詳しく状況説明できるようにする」（54.1％ :25.5％ 差
28.6），「必要に応じて，相談機関や療育機関との連携をとる」（91.8％ :63.3％ 差28.5）と続く。実行
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Table5 統合保育に必要な配慮 （重複回答可）
配 慮 の 内 容 必 要 実 施 差 実行率
必要に応じて，相談機関や療育機関との連携をとる 91.8％ 63.3％ 28.5 69.0％
状況に応じて，保育者の人数をふやす 81.6％ 52.0％ 29.6 63.7％
状況に応じて，担任以外の保育者が障害のある子の援助を行う 74.5％ 48.0％ 26.5 64.4％
状況に応じて，他の子と障害のある子との関わりに，より注意を払う 68.8％ 35.7％ 33.1 51.9％
保育室や園庭，遊具などの安全管理をより徹底する 60.2％ 35.7％ 24.5 59.3％
何かあった時に，保護者に詳しく状況説明できるようにする 54.1％ 25.5％ 28.6 47.1％
保育者が，他の子への注意，関心，関わりが不十分にならないように一層気をつける 51.0％ 27.6％ 23.4 54.1％
障害のある子の保護者へコンサルテーションやアドバイスを行う 45.9％ 32.7％ 13.2 71.2％
子どもたちに説明して理解を求める 39.8％ 30.4％ 9.4 76.4％
保護者に説明して理解を求める 39.8％ 16.3％ 23.5 41.0％
障害のある子のための特別の保育カリキュラムを用意する 39.8％ 23.5％ 16.3 59.0％
保育カウンセラーや臨床心理士に支援を依頼する 23.5％ 6.1％ 17.4 26.0％
全体の保育内容そのものを，障害のある子を意識したものに変える 16.3％ 7.1％ 9.2 43.6％
率は，最も高いのが，「子どもたちに説明して理解を求める」で76.4％，ついで「障害のある子の保
護者へコンサルテーションやアドバイスを行う」で71.2％，最も低いのは「保育カウンセラーや臨
床心理士に支援を依頼する」で26.0％となっている。
4.保育者への支援
（1） 障害児担任保育者への特別な支援は必要ですかに対する回答結果は下記のとおりであった。
「特別な支援が必要」 36.7％（36人）
「ケースバイケースだが多くは必要」 57.1％（56人）
「ケースバイケースだが多くは必要ない」 5.1％（5人）
「必要ない」 0.0％（0人）
「特別な支援が必要」と「ケースバイケースだが多くは必要」を合わせると，93.8％にのぼり，ほ
とんどの管理職が特別な支援は必要と考えている。
（2） 必要だと思われる保育者への支援の記号に○をつけて下さい，貴園で実施している支援が
あれば，◎をつけてくださいに対する回答結果，ポイント数の差，及び比率（実施／必要）をTable6
に示す。
必要と考える支援として最も選択率が高かったのは，「園全体で障害のある子について理解し，園
全体で保育に取り組む」で，90.8％の管理職が選択している。以下，「職員が発達障害や，インクル
ーシブ保育の研修会に出られるような機会を作り，勤務体制にも配慮する」（79.6％），「保護者の了解
を得て療育機関や相談機関から検査結果等を取り寄せ，保育に生かせるようにする」（67.2％），「場合
によっては，自分や主任が担任と保護者の間に入り，両者の連携がうまくいくよう支援する」
（65.3％）と続く。「園として保護者全体への説明の機会を設け，インクルーシブ保育への理解を求め
る」（25.5％），「場合によっては，自分や主任が保護者と面談し，相談機関の紹介等を行う」（59.2％）
を除くすべての質問項目で，選択率は6割に達しており，幅広く保育者への支援を行っていくことが
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Table6 統合保育に必要な保育者への支援 （重複回答可）
支 援 の 内 容 必 要 実 施 差 実行率
園全体で障害のある子について理解し，園全体で保育に取り組む 90.8％ 68.4％ 22.4 75.3％
職員が発達障害や，インクルーシブ保育の研修会に出られるような機会を作り，勤務
体制にも配慮する
79.6％ 60.2％ 19.4 75.6％
保護者の了解を得て療育機関や相談機関から検査結果等を取り寄せ，保育に生かせる
ようにする
67.2％ 49.0％ 18.2 72.9％
場合によっては，自分や主任が担任と保護者の間に入り，両者の連携がうまくいくよ
う支援する
65.3％ 46.9％ 18.4 71.8％
事例検討会等を行い，園全体で保育の反省や改善ができるように取り組む 64.3％ 46.9％ 17.4 72.9％
必要に応じて補助の保育者をつけたり，誰かが補助に入れるような体制を組む 64.3％ 46.9％ 17.4 72.9％
障害児保育の経験のある先輩や上司にいつでも気軽に相談できるような体制を作る 61.2％ 45.9％ 15.3 75.0％
場合によっては，自分や主任が保護者と面談し，相談機関の紹介等を行う 59.2％ 43.9％ 15.3 74.2％
園として保護者全体への説明の機会を設け，インクルーシブ保育への理解を求める 25.5％ 11.2％ 14.3 43.9％
必要であると考えられている。実施されている支援の選択順位は，必要と考える支援の選択順位と一
致しており，ポイント数の差は最大22.4（最小14.3）で，前述の「統合保育に必要な配慮」と比較す
ると少ない。ポイント数の差が最も大きかったのは，「園全体で障害のある子について理解し，園全
体で保育に取り組む」で，90.8％が必要と答えながら，実際に行っているのは68.4％である。次に
差が大きいのは「職員が発達障害や，インクルーシブ保育の研修会に出られるような機会を作り，勤
務体制にも配慮する」（79.6％ :60.2％ 差19.4）で，以下「場合によっては，自分や主任が担任と保護
者の間に入り，両者の連携がうまくいくよう支援する」（65.3％ :46.9％ 差18.4），「保護者の了解を得
て療育機関や相談機関から検査結果等を取り寄せ，保育に生かせるようにする」（67.2％ :49.0％ 差
18.2）と続く。もっとも差が少なかったのは「園として保護者全体への説明の機会を設け，インクル
ーシブ保育への理解を求める」（25.5％ :11.2％ 差14.3）であるが，実行率でみると，他の項目が75％
前後で近似しているのに対して，この項目のみ43.9％と低い比率になっている。
5.障害があることがわかった後の対応
（1） 入園後に障害があることが疑われた場合，原則的にどのような対応をしますかに対する回
答結果をTable7に示す。
療育機関等の受診を勧めるという割合が高く，76.5％の管理職が，自分または主任から受診を勧
めると回答している。巡回相談の利用等により，園での様子をみてもらいアドバイスをうけるという
割合は，約1/3（33.7％）にとどまった。
（2） 明らかに障害を持っていることが疑われるが保護者にはその意識が無く，心配もしていない
場合どのように対応しますかに対する回答結果をTable8に示す。
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Table7 入園後に障害があることが疑われた場合の対応 （重複回答可）
選 択 さ れ た 対 応 人 選択率
時期を見て，自分または主任が保護者と面談し，療育機関等の受診を勧める 75 76.5％
時期を見て担任と保護者が面談し，担任から療育機関等の受診を勧める 45 45.9％
巡回相談を利用したり，心理士等に依頼して，園での子どもの様子をみてもらいアドバイスをうける 19 33.7％
保護者から相談があるのを待つ 33 19.4％
特に対応することはしない 0 0.0％
その他 11 11.2％
Table8 明らかに子どもが障害を持っているが保護者にはその意識がない場合の対応 （重複回答可）
選 択 さ れ た 対 応 人 選択率
時期を見て，自分または主任が保護者と面談し，療育機関等の受診を勧める 82 83.7％
時期を見て担任と保護者が面談し，担任から療育機関等の受診を勧める 46 46.9％
巡回相談を利用したり，心理士等に依頼して，園での子どもの様子をみてもらいアドバイスをうける 20 36.7％
保護者から相談があるのを待つ 36 20.4％
特に対応することはしない 0 0.0％
その他 13 13.3％
「（1）」と同様，最も多いのは管理職から「療育機関等の受診を勧める」で，83.7％にのぼった。
巡回相談の利用や，心理士の依頼は36.7％にとどまった。
（3） 障害を持っていることが明らかであり，保護者も問題を認識しているが，診断書を取ること
を拒否したり，障害児保育の申請対象となることを拒否する場合，どのように対応しますかに対す
る回答結果をTable9に示す。
最も多かったのは，「管理職または主任から保護者に理解を求める」で，61.2％であった。その他
の，さまざまな方法で理解を求める方法についても選択されているが，「保護者の気持ちが動くのを
待つ」も51.0％が選択している。
6.障害のある子どもにとっての統合保育
（1） 障害のある子どもたちにとって園は楽しい場所だと思われますかに対する回答結果を
Table10に示す。
「非常に楽しい場所だと思う」，「まあまあ楽しい場所だと思う」が78.6％をしめ，多くの管理職が，
園は障害児にとって楽しい場所になっていると考えている。
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Table9 保護者が問題を認識しているが，診断や認定を拒否する場合の対応 （重複回答可）
選 択 さ れ た 対 応 人 選択率
時期を見て，自分または主任が保護者と面談し，障害児保育申請への理解を求める 60 61.2％
すでに通っている療育機関等があれば連携を取り，保護者にアドバイスしてもらう 58 59.2％
通常の保育を継続する中で，保護者の気持ちが動くのを待つ 50 51.0％
時期を見て担任と保護者が面談し，担任から障害児保育申請への理解を求める 28 28.6％
巡回相談を利用したり，心理士等に依頼して，園での子どもの様子をみてもらい保護者に直接
アドバイスしてもらう
26 26.5％
場合によっては保育の継続が困難になることを保護者に伝え，理解を求める 15 15.3％
障害児保育の対象として対応することは考えない 1 1.0％
その他 6 6.1％
Table10 障害のある子どもたちにとって園は楽しい場所だと思われますか
選 択 肢
全 体 原則受入園
人 ％ 人 ％
たいていの場合，非常に楽しい場所だと思う 43 （43.9％） 31 （60.8％）
子ども，時期，場面によるが，どちらかといえば，まあまあ楽しい場所だと思う 34 （34.7％） 14 （27.5％）
子ども，時期，場面によるが，どちらかといえば，楽しいとは言えない場所だと思う 0 （0.0％） 0 （0.0％）
たいていの場合，楽しいとは言えない場所だと思う 0 （0.0％） 0 （0.0％）
個人差が大きく一概には言えない 0 （0.0％） 0 （0.0％）
わからない 9 （9.2％） 2 （3.9％）
無記入 12 （12.2％） 4 （7.8％）
合 計 98（100.0％） 51（100.0％）
（2） 障害のある子どもたちにとって園での生活は有意義な場だと思われますかに対する回答結
果をTable11に示す。
「非常に有意義な場だと思う」，「どちらかといえば，有意義な場だと思う」を合わせると，91.8％
にのぼり，ほとんどの管理職が，園は障害児にとって有意義な場だと認識している。
7.健常児にとっての統合保育
（1） インクルーシブ保育を行うことで，他の子（健常児）にとって，プラスになることはあると思
いますかに対する回答結果はFigure1のとおりであった。「たぶんない」，「ない」の選択者はいず
れも0人である。
（2） プラスになった点は具体的にどのような点だと思いますかに対する回答結果をTable12に
示す。
プラスになった点として最も選択率が高かったのは「人間の多様性についての理解が深まる」で，
全体の83.7％が選択している。次いで，「困っ
ている人や，立場の弱い人への思いやりが育つ」
（75.5％），「将来，障害のある人への偏見や差別
意識を持ちにくくなる」（64.3％），「行動が遅い
子や，皆と同じようにできない子がいても待つ
ことができるようになる」（62.2％）で6割を越
える選択率となっている。選択率が低かったの
は「保育者に頼らず何でも自分でやろうとする
ようになる」（10.2％），「クラスがよりまとまる
ことができる」（16.3％）であった。
―72―
Table11 障害のある子どもたちにとって園での生活は有意義な場だと思われますか
選 択 肢
全 体 原則受入園
人 ％ 人 ％
非常に有意義な場だと思う 44 （44.9％） 31 （60.8％）
子どもにもよるが，どちらかといえば，有意義な場だと思う 46 （46.9％） 19 （37.3％）
子どもにもよるが，どちらかといえば，有意義とは言えない場だと思う 0 （0.0％） 0 （0.0％）
有意義とは言えない場だと思う 0 （0.0％） 0 （0.0％）
個人差が大きく一概には言えない 0 （0.0％） 0 （0.0％）
わからない 2 （2.0％） 1 （2.0％）
無記入 6 （6.1％） 0 （0.0％）
合 計 98（100.0％） 51（100.0％）
Figure1 健常児にとってプラスになることはあるか
（3） インクルーシブ保育を行うことで，他の子（健常児）にとって，マイナスになることはあると
思いますかに対する回答結果はFigure2
のとおりであった。
（4） マイナスになった点は具体的にどの
ような点だと思いますかに対する回答結果
をTable13に示す。
Figure2に示した結果において「マイナ
スになることがある」または「たぶんある」
と回答した28人を100％とする選択率を比
較すると，「先生が障害のある子に手をとら
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Table12 健常児にとってプラスになった点
項 目 人 選択率
人間の多様性（いろいろな個性や能力の人がいるということ）についての理解が深まる 82 83.7％
困っている人や，立場の弱い人への思いやりが育つ 74 75.5％
将来，障害のある人への偏見や差別意識を持ちにくくなる 63 64.3％
行動が遅い子や，皆と同じようにできない子がいても待つことができるようになる 61 62.2％
他者へのかかわりがやさしくなる 58 59.2％
困っている人を積極的に援助するようになる 46 46.9％
勝ち負けにとらわれない価値観が育つ 26 26.5％
困難を乗り越えようとする気持ちが育まれる 21 21.4％
クラスがよりまとまることができる 16 16.3％
保育者に頼らず何でも自分でやろうとするようになる 10 10.2％
その他 2 2.0％
Figure2 健常児にとってマイナスになることはあるか
Table13 健常児にとってマイナスになった点
項 目 人
全回答者中の
選択率
マイナスがあると答えた
人の中の選択率
先生が障害のある子に手をとられ，十分な保育ができない 20 20.4％ 71.4％
障害のある子が奇異な行動や乱暴な行動をとることがあるために登園を
嫌がる子がでるかもしれない
15 15.3％ 53.6％
園での遊びや課題に集中して取り組むことができない場面がふえる 12 12.2％ 42.9％
次の活動に移る前に待たなければいけないことが多くなる 12 12.2％ 42.9％
担任に個別の関わりを求めたいときにも我慢することが多くなる 6 6.1％ 21.4％
競争や競技をとりいれることがしにくくなる 5 5.1％ 17.9％
障害のある子の行動をまねるようになってしまうことがある 4 4.1％ 14.3％
クラスがまとまりにくくなってしまう 4 4.1％ 14.3％
全員参加の活動の幅や目標の達成水準が限られてしまう 4 4.1％ 14.3％
他者を馬鹿にしたり差別するような行動がふえる 1 1.0％ 3.6％
その他 0 0.0％ 0.0％
れ，十分な保育ができない」が，71.4％（20人）と高い。次に高いのは「障害のある子が奇異な行動
や乱暴な行動をとることがあるために登園を嫌がる子がでるかもしれない」で，53.6％（15人），次
いで，「園での遊びや課題に集中して取り組むことができない場面がふえる」，「次の活動に移る前に
待たなければいけないことが多くなる」がそれぞれ42.9％（12人）という結果であった。
8.園全体の運営経営と統合保育
（1） インクルーシブ保育を行うことで，園の運営や経営にとって，プラスになることはあると思
いますかに対する回答結果はFigure3のとおりであった。
（2） インクルーシブ保育を行うことで，園の運営や経営にとって，マイナスになることはあると
思いますかに対する回答結果はFigure4のとおりであった。
考 察
1.統合保育に必要な配慮と支援
管理職は統合保育の実施にあたって，さまざまな配慮や保育者への支援を必要と考えているが，配
慮や支援の内容によって選択率は異なる。また，半数以上が「必要」と回答している項目においても，
「実施している」と回答している割合は，多くて60％，場合によっては25％程度にとどまるものも
あり，十分な配慮が実施されているとは言えない状況がある。
特に，必要と考えている割合も実行率も低いのは，「保育カウンセラーや臨床心理士に支援を依頼
する」で，この理由としては二つのことが考えられる。ひとつには，今回の調査地域では「巡回相談」
等が制度として実施されておらず（都内公立幼稚園を除く），財政的な補助も無いうえ，そもそも保育
に関してコンサルテーションできるような専門職の数も少なく，実際に支援を依頼できる状況が整っ
ていないということがあげられる。もうひとつは，多くの保育現場に障害のある子も含めたインクル
ーシブな状況を前提に保育環境の改善を考えるという経験が無い，あるいは浅いということが言える。
調査対象とした幼稚園や保育所では，障害のある子に対する療育的な関わりは，専門の相談機関の役
割であって，相談機関との連携は行っていくが，通常の保育について，インクルージョンを前提にコ
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Figure4 園の運営や経営にとってマイナスになる
ことはあるか
Figure3 園の運営や経営にプラスになること
はあるか
ンサルテーションを受けながら見直していくという発想まではないのではないだろうか。この点につ
いては，「障害のある子のための特別の保育カリキュラムを用意する」，「全体の保育内容そのものを，
障害のある子を意識したものに変える」の割合が低いことにも表れている。障害の有無をとりあげる
までもなく，一人ひとりの子どもたちのニーズが大切にされているのであれば問題はないが，「障害
に関することは専門機関で対応してもらうもの」という発想があるとすれば，今後は考え方の転換を
迫られることが予想される。この調査と同時に行った保育者への調査（石井 2009）では，「障害のあ
る子への対応を考えることが，保育全体のふり返りにつながる」と回答している保育者が多いことか
らも，保育の中で，障害のある子のニーズにどのように対応していくのかを考えることが，保育環境
全体の見直しと質の向上につながっていくのではないかと思われる。
保育者に対して必要と考える支援としても，実施されている支援としても，最も多く選択されてい
るのは，「園全体で障害のある子について理解し，園全体で保育に取り組む」であり，9割以上の管
理者が必要とし，7割近くが実施していると回答している。また，職員が研修会に参加しやすいよう
な配慮も6割以上の園で実施されている。しかし，療育機関からの情報を保育に生かしたり，事例検
討会を行ったり，先輩や上司に気軽に相談できる体制が作られているという割合は5割を下回り，個々
の事例に対する具体的な支援が十分に行われているとは言い難い状況である。2009年4月から施行
される「幼稚園教育要領」及び「保育所保育指針」には，「個々の幼児の障害の状態などに応じた指
導内容や，指導方法の工夫を，計画的，組織的に行うこと」，「障害のある子どもの保育を（全体の）
指導計画の中に位置付けること」，「支援のための計画を個別に作成すること」等が求められており，
今後は，個別の指導計画の作成や全体の指導計画の中に個々の子どもへの支援をどのように位置付け
ていくかといった課題に対応していくための，具体的かつ実践的な支援を実施していかなければなら
ない。
2.障害のある子の保護者への対応
入園後に障害があることが疑われるようになった子どもの保護者への対応は，統合保育の実施にあ
たって保育者が最も難しいと感じる事のひとつである（石井，2009）。保護者に我が子の障害に関する
認識が無い場合は，できるかぎり療育機関等の受診を勧めるが，保護者に認識がありながら，認定を
のぞまない場合には，「通常の保育を継続する中で，保護者の気持ちが動くのを待つ」という対応が
50％を越えており，保護者の気持ちを尊重しながら，慎重に対応を行っていると考えられる。また，
入園後に障害があることが疑われた場合の対応として「巡回相談を利用したり，心理士等に依頼して，
園での子どもの様子をみてもらいアドバイスをうける」という割合は33.7％（Table7）で，統合保育
を行うにあたって「必要と思われる配慮」（Table5）として「保育カウンセラーや臨床心理士に支援
を依頼する」を選択している割合の23.5％よりも高い割合になっている。これは，「障害があること
が疑われる」という時点での保護者対応に，通常の保育に関する以上に専門職の支援を得たいという
思いが強いことを示している。保護者に子どもの障害を受容して欲しいという思いの一方で，不用意
にその意図を示唆すれば信頼関係を失いかねない微妙な問題をはらんでおり，それが，なかなか困難
であることの実感を示す結果と言えよう。
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3.統合保育が子どもたちに与える影響
「障害のある子どもたちにとって園は楽しい場所だと思われますか」という問いに対しては78.6％
の管理職が「非常に楽しい場所」あるいは「まあまあ楽しい場所」という回答を選択している。また，
「障害のある子どもたちにとって園での生活は有意義な場だと思われますか」に対する回答について
は，91.8％の管理職が「非常に有意義」あるいは「どちらかといえば有意義」という選択をしてお
り，障害のある子にとっての統合保育の意義を認めている。特に，障害のある子の入園に関して「障
害の有無にかかわらず，可能な限り受け入れる」と回答した園（原則受け入れ園）では，「たいていの
場合楽しい場所」あるいは「非常に有意義な場」という選択率が高く，障害のある子の園生活の充実
や統合保育の中での成長を実感していると考えられる。また逆に，そういった意義を感じているから
こそ，「原則受け入れ」と言う姿勢をとることができるとも言える。
「インクルーシブ保育を行うことで，他の子（健常児）にとってプラスになることはあると思います
か」という問いに対しては，96.9％の管理職が「ある」または「たぶんある」と回答しており，障
害のある子を含めた，インクルーシブな保育が典型的な発達を示す子どもたちにとっても有意義であ
ると考えている。
しかし，一方で，「マイナスになることはありますか」という問いに対しても，3割近くの管理職
が「ある」または「たぶんある」と答えている。マイナスになる点として選択率が高かったのは「先
生が障害のある子に手をとられ，十分な保育ができない」（マイナスがあると回答した人の71.4％）で，
「統合保育に必要な配慮」における「必要」と「実施」の差にも表れているように，「必要に応じて，
保育者の人数をふやす」ことが，十分には行えない現状や，「状況に応じて，他の子と障害のある子
との関わりに，より注意を払う」ことや，「保育者が，他の子への注意，関心，関わりが不十分にな
らないように一層気をつける」ことが実行できていないと感じる状況に起因すると解釈できる。
4.統合保育が園の運営や経営に与える影響
園の運営や経営にプラスになることが「ある」，「たぶんある」の割合が64.3％で，子どもたちへ
の直接的なプラスの影響に比べると，低い結果となっている。また，マイナスになることが「ある」，
「たぶんある」の割合は22.4％で，子どもたちへの直接的なマイナスの影響に比べると低い数値とな
っている。
今回，自由記述については参考程度にふれるにとどめるが，プラスの要因としては，「教職員の子
ども理解，児童観，発達観，保育観の向上に役立つ」，「職員全体が成長でき，資質の向上にがる」
といった点が数多くあげられ，マイナスの要因としては「人件費の経営的負担」，「理解の得られない
保護者からの苦情への対応が困難」等があげられている。
今後の課題
本稿においては，質問紙への選択回答に対する全体的な分析を中心に行っている。今後の課題とし
ては，自由記述欄に記載された内容の質的な分析と，石井（2009）で報告している保育者から得られ
たデータとの関連性について，検討していく必要がある。
また，本稿では，保育所，幼稚園，公立，私立の違いについての分析を行っていないが，いくつか
の観点においては，明らかな違いが示唆されている。たとえば，最後に考察を加えた，園の運営や経
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営についての影響に関する自由記述では，私立幼稚園の管理職の多くが人件費の経営的負担の増加を
マイナスの影響としてあげているのに対して，公立保育所の管理職は加配保育士が確保できることで
園全体の保育に余裕が持てる事をプラスの要因としてあげている場合もあり，抱える悩みは大きく異
なっている。
さらに，それぞれの保育施設で実際に配慮や支援がどのように行われているのかを検証し，今後ど
のような取り組みや支援が必要となっていくのかを明らかにしていきたい。
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1）「21世紀の特殊教育の在り方について（最終報告）」文部科学省 ホームページ
http:/www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/006/gaiyou/010101.htm 2009年3月20日
2）「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」文部科学省 ホームページ
http:/www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/018/toushin/030301.htm 2009年3月20日
3） 発達障害のうち，知的障害を伴わないものを指す。アスペルガー症候群，高機能自閉症，LD，ADHD等が
これに当たる。軽度とはあくまで知的障害が軽度もしくは存在しない（総合的な知的発達水準が正常範囲内）とい
うことで，社会生活に伴う困難が軽いわけではない。しかし，この名称では，障害の程度が軽い者という誤解
を招く等の主張もある。このため，文部科学省は，2007年3月15日，同省としては「軽度発達障害」という
用語は使用しないことを表明した。しかし，障害者と健常者の境界領域に位置するがために，ほぼ生得的な障
害があることが認知をされにくく，適切な療育を受けられないことが多いというこの障害独特の問題を見逃す
ことはできない。現段階では「軽度発達障害」に代わる適切な名称の使用に合意が得られていない。
4） 1974年，厚生省（現厚生労働省）は「障害児保育実施要綱」を策定し，保育所に障害児を受け入れて保育す
ることを国として初めて公式に認知し事業化した。障害児保育を実施する自治体に国の補助を行うというもの
で，対象となる子どもは，家庭において保育に欠けるという一般の保育所措置基準を満たし，かつ集団保育が
可能で日々通所できる中程度までの障害児とされていた。
5）「障害児支援の見直しに関する検討会（第1回）」参考資料 厚生労働省 ホームページ
http:/www.mhlw.go.jp/shingi/2008/03/s0318-3.html 2009年3月20日
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